[image: image1.emf] 

 

[image: image2.jpg]


[image: image3.png]


[image: image4.emf][image: image5.emf]商品値上げ幅・額

輸入小麦

（国の売り渡し価格）

17.3％

食用油

40円以上

(1キロ当たり）

トマトケチャップ

3～9％

紙おむつ

10％

トイレットペーパー

ティッシュペーパー

10％以上

ガス

83円※

※標準家庭のモデル料金

４月に予定される主な値上げ

消費税が1989年4月1日に3％で始まり、33年が経ちました。税率は10%まで引き上げられ、国民の負担は重くなるばかりです。
消費税は低所得者ほど負担の重くなる逆進性を持つ税金です。コロナ禍や物価の高騰による影響も重なるなか、負担を軽減する対策が必要です。
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世界では80カ国・地域で消費税の減税が実施されています。日本でも負担軽減につながる消費税減税に踏み出すべきです。


消費税が導入された1989年以降、日本社会の格差が広がりました。内閣府の調査によると、1994年と2019年の世帯所得を世代別に比較したところ、最大184万円も減少していることが明らかになりました。
一方、消費税導入以降33年間で法人税は326兆円、所得税は287兆円も減収しています。減収分は度重なる消費税増税で穴埋めされています。低所得者ほど負担の重い税制が格差を広げている実態に目を向けるべきです。

大企業や富裕層に恩恵を与える、不公平な税制を正しましょう。能力に応じた税制に転換すれば、消費税の減税や廃止も可能です。
「消費税の引き下げを」「公平な税制の実現を」の声をご一緒に上げましょう。






各社報道を基に作成





物価は６か月連続で


前年比を上回る上昇





全商連発行「自主計算パンフレット」より





消費税率５％への減税を求める
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